
1 

 
定款の施行に関する規則に関する細則 

 

 

2026年３月25日制定 

 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この細則は、定款の施行に関する規則（以下「規則」という。）の施行に関し、必要な事項を定

める。 

 

（入会申込書） 

第２条 規則第３条第３項に規定する入会申込書の様式は、正会員にあっては別紙様式第１号、賛助会員

にあっては別紙様式第２号とする。 

 

（入会時の届出） 

第３条 規則第８条に定める届出は、次の各号に掲げる様式を用い、一般社団法人資産運用業協会（以

下、「本協会」という）が定めるメールアドレスへの送付により行うものとする。 

（１）規則第８条第１項 別紙様式第３号 

（２）規則第８条第２項 別紙様式第４号 

（３）規則第８条第３項 別紙様式第５号 

 

（正会員の報告事項） 

第４条 規則第９条第１項各号に規定する届出は、次の各号に掲げる様式を用い、「本協会の会員からの

届出に係る電子的届出・保管システム（以下「届出管理システム」という。）」により報告を行うことと

する。 

（１）規則第９条第１項第１号 別紙様式第６号 

（２）規則第９条第１項第２号 別紙様式第７号 

（３）規則第９条第１項第３号 別紙様式第８号 

（４）規則第９条第１項第４号 別紙様式第９号 

（５）規則第９条第１項第５号 別紙様式第 10号 

（６）規則第９条第１項第６号  別紙様式第 11号 

（７）規則第９条第１項第７号  別紙様式第 12号 

（８）規則第９条第１項第８号  別紙様式第 13号 

（９）規則第９条第１項第９号  別紙様式第 14号 

（10）規則第９条第１項第 10号  別紙様式第 15号 

（11）規則第９条第１項第 11号  別紙様式第 16号 

（12）規則第９条第１項第 12号  別紙様式第 17号 

（13）規則第９条第１項第 13号  別紙様式第 18号 
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（14）規則第９条第１項第 14号  別紙様式第 19号 

（15）規則第９条第１項第 15号  別紙様式第 20号 

（16）規則第９条第１項第 16号  別紙様式第 21号 

（17）規則第９条第１項第 17号  別紙様式第 22号 

（18）規則第９条第１項第 18号  別紙様式第 23号 

（19）規則第９条第１項第 19号  別紙様式第 24号 

（20）規則第９条第１項第 20号  別紙様式第 25号 

（21）規則第９条第１項第 21号  別紙様式第 26号 

（22）規則第９条第１項第 22号  別紙様式第 27号 

（23）規則第９条第１項第 23号  別紙様式第 28号 

（24）規則第９条第１項第 24号  別紙様式第 29号 

（25）規則第９条第１項第 25号  別紙様式第 30号 

（26）規則第９条第１項第 26号  別紙様式第 31号 

（27）規則第９条第１項第 27号  別紙様式第 32号 

（28）規則第９条第１項第 28号  別紙様式第 33号 

（29）規則第９条第１項第 29号  別紙様式第 34号 

（30）規則第９条第１項第 30号  別紙様式第 35号 

（31）規則第９条第１項第 31号  別紙様式第 36号 

（32）規則第９条第１項第 32号  別紙様式第 37号 

（33）規則第９条第１項第 33号  別紙様式第 38号 

（34）規則第９条第１項第 34号  別紙様式第 39号 

（35）規則第９条第１項第 35号  別紙様式第 40号 

（36）規則第９条第１項第 36号  別紙様式第 41号 

（37）規則第９条第１項第 37号  別紙様式第 42号 

（38）規則第９条第１項第 38号  別紙様式第 43号 

（39）規則第９条第１項第 39号  別紙様式第 44号 

（40）規則第９条第１項第 40号  別紙様式第 45号 

２ 規則第９条第２項各号に規定する届出は、次の各号に掲げる様式を用い、本協会が定めるメールアド

レスへの送付により行うものとする。 

（１）規則第９条第２項第１号  別紙様式第 46号 

（２）規則第９条第２項第２号  別紙様式第 47号 

（３）規則第９条第２項第３号  別紙様式第 48号 

（４）規則第９条第２項第４号  別紙様式第 49号 

（５）規則第９条第２項第５号  別紙様式第 50号 

（６）規則第９条第２項第６号  別紙様式第 51号 

（７）規則第９条第２項第７号  別紙様式第 52号 

（８）規則第９条第２項第８号  別紙様式第 53号 

（９）規則第９条第２項第９号  別紙様式第 54号 

（10）規則第９条第２項第 10号  別紙様式第 55号 
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（11）規則第９条第２項第 11号  別紙様式第 56号 

（12）規則第９条第２項第 12号  別紙様式第 57号 

（13）規則第９条第２項第 13号  別紙様式第 58号 

（14）規則第９条第２項第 14号  別紙様式第 59号 

（15）規則第９条第２項第 15号  別紙様式第 60号 

（16）規則第９条第２項第 16号  別紙様式第 61号 

（17）規則第９条第２項第 17号  別紙様式第 62号 

（18）規則第９条第２項第 18号  別紙様式第 63号 

（19）規則第９条第２項第 19号  別紙様式第 64号 

（20）規則第９条第２項第 20号  別紙様式第 65号 

（21）規則第９条第２項第 21号  別紙様式第 66号 

（22）規則第９条第２項第 22号  別紙様式第 67号 

（23）規則第９条第２項第 23号  別紙様式第 68号 

（24）規則第９条第２項第 24号  別紙様式第 69号 

（25）規則第９条第２項第 25号  別紙様式第 70号 

（26）規則第９条第２項第 26号  別紙様式第 71号 

（27）規則第９条第２項第 27号  別紙様式第 72号 

 

（賛助会員の報告事項） 

第５条 規則第 12条第１項各号に規定する届出は、次の各号に掲げる様式を用い、届出管理システムに

より報告を行うこととする。 

（１）規則第 12条第１項第１号  別紙様式第 73号 

（２）規則第 12条第１項第２号  別紙様式第 74号 

（３）規則第 12条第１項第３号  別紙様式第 75号 

（４）規則第 12条第１項第４号  別紙様式第 76号 

（５）規則第 12条第１項第５号  別紙様式第 77号 

（６）規則第 12条第１項第６号  別紙様式第 78号 

 

（退会届） 

第６条 規則第 13 条第１項に規定する退会届は、別紙様式第 79 号を用い、以下に定める方法で届け出

ることとする。 

（１）投資運用会員及び賛助会員 届出管理システム 

（２）投資助言会員 本協会が定めるメールアドレスへの送付 

 

 

附 則 

第１条 この細則は、本協会、一般社団法人投資信託協会（第２条において「甲」という。）及び一般社

団法人日本投資顧問業協会（第２条において「乙」という。）との合併契約に基づく吸収合併の効力が

発生することを条件として、当該吸収合併の効力発生日（2026年４月１日）に施行する。 
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第２条 第４条第１項及び第５条に規定する「届出管理システム」による報告については、合併後、新た

な「「届出管理システム」に移行するまでの間、従前の「「届出管理システム」等によるものとし、その詳

細については会員への通知文書をもって周知する。また、新たな「「届出管理システム」の稼働日及び届

出方法の詳細については、改めて会員への通知文書をもって周知する。 
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別紙様式第１号 

 

申請日  年  月  日 

 

一般社団法人 資産運用業協会 

会長 殿 

 

 

（商号、名称又は氏名） 

 

 

入 会 申 込 書 

 
今般、貴協会に正会員として入会いたしたく、貴協会定款第８条の規定に基づき入会を申

し込みいたします。 

法令等及び協会の定款その他協会の定める規則等を遵守することを誓約し、投資者の保護

と投資運用業及び投資助言・代理業の健全な発展に努めます。 

なお、「Ⅰ．会社概況」、「Ⅱ．定款の施行に関する規則第５条各号に該当する事実等の有

無」及び「Ⅲ．法令等の遵守態勢」に関し記載した事項については事実と相違ありません。 

 

記 

 

【Ⅰ．会社概況】 

１．商号、名称及び代表者の氏名（個人の場合は氏名） 

 

（フリガナ） 

（英文） 

 

２．（法人の場合）本店（外国法人にあっては本店及び国内における主たる営業所）所在地等 

本店所在地（〒） 

 

代表電話番号： 

資本金の額： 

会社設立年月日： 年 月 日 

 

３．（個人の場合）住所及び電話番号 

住所（〒） 

電話番号： 
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４．登録を行っている業の種別等 

登録を行っている業の種別： 

登録番号： 財務（支）局長（  ）第 号 

登録年月日： 年 月 日 

 

５．役員の情報 

氏名（フリガナ） 役職名 

常務に従事している他の会社の商号、業務

の種類又は他に営んでいる事業の種類、役

職名 

   

   

   

   

 

６．重要な使用人の情報 

氏名（フリガナ） 役職名 所  掌 

   

   

   

   

※ 所掌欄には、「法令遵守・助言又は運用統括・投資判断・運用委託統括」のうち、該当する項目を記載してく

ださい。また、同一人が複数の業務を所掌している場合は、該当する項目を全て記載してください。 

 

７．役職員数： 名 

 

８．直近の財務状況（千円） 

（法人） 年 月期 

営業収益 
 

経常損益 当期利益 純資産額 
※１ ※２ ※３ ※４ 

        

 

（個人） 年 月期 

収入 
    収入―経費 

※１ ※２ ※３ ※４  

      

※直近の決算期を記載してください 

※１ 内投資一任契約に係る運用委託報酬 

※２ 内法第２条第８項第15号に掲げる行為に係る運用委託報酬 
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※３ 内投資助言報酬 

※４ 内代理・媒介手数料 

 

９．投資運用関係業務（計理業務・コンプライアンス業務）を委託する場合 

① 委託先の商号、名称又は氏名 

② 委託する投資運用関係業務の内容 

 

10．投資運用業に関して、顧客から金銭又は有価証券の預託を受けず、かつ、自己と密接な関係

を有する者として政令で定める者に顧客の金銭又は有価証券を預託させないときにあっては、そ

の旨 

 

11．他に営んでいる事業 

 

【Ⅱ．定款第９条第１項に該当する事実等の有無】 

１．下記項目に該当する事実の有無 

いずれかの枠内に○を入れ、該当ありにチェックした場合は該当事項に○を記載してください。 

 該当なし 

 該当あり 

 

 ア．定款第９条第１項第１号から３号に該当する事実 

├  

①法令、法令に基づく主務官庁の処分若しくはこの法人の定款その他の規則

に違反し、法令に基づく登録の取消し若しくはこの法人から除名の処分を受

けたことがある 

├  
②入会申込書又は入会申込書に添付した書類に虚偽の記載があり、又は重要

な事項について記載が欠けている 

├  

③法令に基づき、行政官庁の業務停止又は業務改善命令を受けた場合であっ

て、申請時においても適正な業務運営を実現するための経営管理態勢が確立

されていないと認められる 

 イ．定款第９条第１項第４号（施行規則第５条各号）に該当する事実 

├  
①刑事事件（微罪を除く。）の被疑者として逮捕され、又は被告人として訴追

された事実 

├  ②納税に関し、犯則事件として調査を受け、告発された事実 

├  ③銀行取引停止等の処分を受けて取引上の信用を失った事実 

├  
④役員又は使用人のうちに、経歴、暴力団又は暴力団員との関係その他の事

情に照らして業務の運営に不適切な資質を有する者がある事実 

├  
⑤投資運用業又は投資助言・代理業に関し、顧客その他の関係者から重要な事

項についての苦情が出され、その処理が終わっていない事実 

 ウ．その他 
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├  
①金商法第51条（業務改善命令）による措置を受け、以後５年を経過していな

い事実 

├  
②金商法第52条（監督上の処分）第１項による業務の全部若しくは一部の停止

を命じられ、以後５年を経過していない事実 

└  
③金商法第52条（監督上の処分）第２項による、役員の解任を命じられ、以後

５年を経過していない事実 

 

２．（｢該当あり｣にチェックの記号を入れた場合）その内容を具体的、簡潔に記載してください。 

 

【Ⅲ．法令等の遵守態勢】 

法令等及び協会の定款その他協会の定める規則等を遵守するための態勢を記載してください（法

令等遵守のために実施している施策、又は、今後実施しようとする施策と時期を具体的に記載し

て下さい。） 

 

 

 

 

【Ⅳ．入会申請に係る連絡先】 

氏名（フリガナ）： 

所属・役職： 

電話番号： 

メールアドレス： 

 （非居住者の場合、以下も記載） 

勤務先： 

連絡先主要営業所の住所（※）： 

※ 連絡先が複数に亘る場合には、個々の連絡先を記載してください。 

 

 

 

以 上 



 

別紙様式第２号 

申請日  年  月  日 

 

一般社団法人 資産運用業協会 

会長 殿 

 

（商号又は名称） 

 

入 会 申 込 書 
 

 

今般、貴協会に賛助会員として入会いたしたく、貴協会定款第８条の規定に基づき入

会を申し込みいたします。 

 

記 

 

１．商号又は名称 

フリガナ： 

英文： 

 

２．本店（外国法人にあっては本店及び国内における主たる営業所）所在地等 

本店所在地：〒 

代表電話番号： 

 

３．資本金の額又は基本財産の額 

 

４．法人設立年月日 

 

５．会員が行う投資運用業及び投資助言・代理業等に関係のある業務の状況等 

 

 

（記載上の注意） 

１．「３．資本金又は基本財産の額」は、入会申込日現在の額を記載すること。入会申込者が外国法人の場合は、持込資本金

の額とする。 

２．「５．会員が行う投資運用業及び投資助言・代理業等に関係のある業務」は、入会申込者が金融商品取引業者又は銀行業

を営む者にあっては、登録（免許）を受けているすべての業務の種別、登録（免許）番号、登録（免許）年月日を記載する

こと。その他の入会申込者にあっては、投資運用業及び投資助言・代理業等に関係する業務の内容等をわかりやすく記載す

ること。 



 

別紙様式第３号 

申請日  年  月  日 

 

一般社団法人 資産運用業協会 

会  長 殿 

 

（商号又は名称） 

 

会 員 届 
 

 

１．会員代表者 

氏  名： 

フリガナ： 

役 職 名： 

（注）原則として社長又は会長にお願いしております。 

 

２．代理者 

氏  名： 

フリガナ： 

役 職 名： 

※ 非居住者は、以下の勤務先及び連絡先主要営業所の住所についても記載してください。 

（勤務先） 

（連絡先主要営業所の住所） 

（注）代理者は最大３人まで登録が可能です。 

 

３-１．事務連絡者 

氏  名： 

フリガナ： 

役 職 名： 

電話番号： 

勤務先メールアドレス： 

 

３-２．連絡先主要営業所 

所 在 地： 

電話番号： 

連絡先宛名： 

（注）３-２に関しては、居住者は必記事項ではありませんが、非居住者は必ず記載して下さい。 



 

４．登録を行っている業の種別 

 

 

５．会員が行う投資運用業に必要な業務 

 

 

６．資本金の額 

 

 

７．本店 

名 称： 

所在地： 〒 

電話番号： 

 

８．支店等の状況 

別添を参照 

 

９．役員の状況 

別添を参照 

 

10．重要な使用人の状況 

別添を参照 

 

11．主要な株主の情報 

別添を参照 

 

12．投資運用関係業務の委託情報 

委託先 委託内容 

  

  

  

  

 

13．顧客からの金銭又は有価証券の預託等に関する事項 

 預託を受けない 

 該当なし 

※ 該当する欄に○（記号）を入力してください。 

 

 



 

14．緊急時連絡窓口 

氏  名： 

フリガナ： 

役 職 名： 

電話番号： 

メールアドレス： 

※ 10名まで登録可能です。 

 

15．苦情対応連絡窓口（苦情及び紛争の解決のための業務委託等に関する規則第９条第１項） 

所管業務 
☐投資信託委託業  ☐投資法人資産運用業 

☐投資一任業    ☐投資助言・代理業 

担当部署名  

電話番号  

所在地（本店所在地と 

異なる場合のみ記載） 

〒 

 

１．原則として、担当者個人ではなく担当部署の電話番号を記載してください。 

２．複数の業を兼ねている会員で連絡先が異なる場合には、複数の部署（４部署まで）を記

載することができます。それぞれの部署の連絡先を記載してください。 

 

16．個人情報の取扱いに関する苦情受付窓口（正会員の個人情報の取扱いに関する苦情処理規

則第10条第１項） 

部署名  

連絡先電話番号  

所在地（本店所在地と 

異なる場合のみ記載） 

〒 

 

 

17．保有するウェブサイトのアドレス及び一般顧客等からの問合せ用電話番号 

アドレス： 

電話番号： 



会員届８．支店等の一覧

（商号又は名称） ○○○株式会社

（○年○月○日現在）

支店等の名称 郵便番号 住所 電話番号

○×支店 ▲▲▲-▼▼▼▼ ××県○×市○○-１○×センタービル３F ◇◇◇-◇◇◇-◇◇◇◇

△◇営業所 ○○△-○△△○ ×○県△◇市△◇-１ ○△○-○◇△-◇○○△

（記載要領等）

３．全ての支店等を記載してください。

１．上記の記載例を参考に作成し、赤字部分を消去して提出してください。

２．支店等とは、投資運用業又は投資助言・代理業等を行っている支店又は営業所をさします。
（非居住者にあっては、連絡先及び主要営業所）



会員届９．役員の氏名及び役職名

（商号又は名称） ○○○株式会社

（○年○月○日現在）

氏名又は名称 フリガナ 役職名 備考

○○ ○○ ○○ ○○ 代表取締役社長

△△ △△ △△ △△ 取締役

×× ×× ×× ×× 取締役

□□ □□（◇◇ ◇◇） □□ □□（◇◇ ◇◇） 監査役 旧姓（◇◇）を使用

（記載要領等）

１．上記の記載例を参考に作成し、赤字部分を消去して提出してください。

２．役員は、取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれに準ずる者を記載することとし、登記上の役員全員を記載してください。

３．氏名の変更があった方は、旧姓を「氏名又は名称」欄及び「フリガナ」欄に（　）書きで併せて記載し、
　　業務上、旧姓を使用する場合には備考欄にその旨を記載してください。



会員届10．重要な使用人

（商号又は名称） ○○○株式会社

氏名又は名称 フリガナ 役職名 担当する業務 備　考

○○ ○○ ○○ ○○ コンプライアンス部 部長 法令遵守

×× ×× ×× ×× 運用部長 投資判断

△△ △△ △△ △△ 取締役運用本部長
助言又は運用統括

投資判断
運用委託統括

◎◎ ◎◎ ◎◎ ◎◎ 資産開発部長
助言又は運用統括

投資判断

□□ □□（◇◇ ◇◇） □□ □□（◇◇ ◇◇） 執行役員兼運用戦略部長 投資判断 旧姓（◇◇）を使用

（記載要領等）

１．上記の記載例を参考に作成し、赤字部分を消去して提出してください。

２．すべての重要な使用人を記載してください。

４．氏名の変更があった方は、旧姓を「氏名又は名称」欄及び「フリガナ」欄に（　）書きで併せて記載し、
　　業務上、旧姓を使用する場合には備考欄にその旨を記載してください。

３．「担当する業務」には、「法令遵守・助言又は運用統括・投資判断・運用委託統括」のうち、該当する項目を記載してください。
　　また、同一人が複数の業務を担当している場合は、該当する項目を全て記載してください。



会員届11．主要な株主

（商号又は名称） ○○○株式会社

氏名、商号又は名称 保有する 議決権の数 割合 （％） 備考

○○ ○○ 700 70%

株式会社◇◇◇◇◇ 300 30%

（記載要領等）

１．上記の記載例を参考に作成し、赤字部分を消去して提出してください。



 

別紙様式第４号 

申請日  年  月  日 

 

一般社団法人 資産運用業協会 

会  長 殿 

 

（商号又は名称） 

 

会 員 届 
 

 

１．会員代表者 

氏  名： 

フリガナ： 

役 職 名： 

（注）原則として社長又は会長にお願いしております。 

 

２．代理者 

氏  名： 

フリガナ： 

役 職 名： 

※ 非居住者は、以下の勤務先及び連絡先主要営業所の住所についても記載してください。 

（勤務先） 

（連絡先主要営業所の住所） 

（注）代理者は最大３人まで登録が可能です。 

 

３-１．事務連絡者 

氏  名： 

フリガナ： 

役 職 名： 

電話番号： 

勤務先メールアドレス： 

 

３-２．連絡先主要営業所 

所 在 地： 

電話番号： 

連絡先宛名： 

（注）３-２に関しては、居住者は必記事項ではありませんが、非居住者は必ず記載して下さい。 



 

４．登録を行っている業の種別 

 

 

５．本店 

名 称： 

所在地： 〒 

電話番号： 

 

６．役員の状況 

別添を参照 

 

７．重要な使用人の状況 

別添を参照 

 

８．苦情対応連絡窓口（苦情及び紛争の解決のための業務委託等に関する規則第９条第１項） 

担当部署名  

電話番号  

所在地（本店所在地と 

異なる場合のみ記載） 

〒 

 

１．原則として、担当者個人ではなく担当部署の電話番号を記載してください。 

 

９．個人情報の取扱いに関する苦情受付窓口（正会員の個人情報の取扱いに関する苦情処理規

則第10条第１項） 

部署名  

連絡先電話番号  

所在地（本店所在地と 

異なる場合のみ記載） 

〒 

 

 

10．保有するウェブサイトのアドレス 

アドレス： 



会員届６．役員の状況

商号、名称又は氏名　○○○○株式会社

（○年○月○日現在）

氏名又は名称 フリガナ 役職名 備考

○○ ○○ ○○ ○○ 代表取締役社長

△△ △△ △△ △△ 取締役

×× ×× ×× ×× 取締役

□□ □□（◇◇ ◇◇） □□ □□（◇◇ ◇◇） 監査役 旧姓（◇◇）を使用

（記載要領等）

１．上記の記載例を参考に作成し、赤字部分を消去して提出してください。

２．役員は、取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれに準ずる者を記載することとし、登記上の役員全員を記載してください。

３．氏名の変更があった方は、旧姓を「氏名又は名称」欄及び「フリガナ」欄に（　）書きで併せて記載し、
　　業務上、旧姓を使用する場合には備考欄にその旨を記載してください。



会員届７．重要な使用人の状況

商号、名称又は氏名　○○○○株式会社

（○年○月○日現在）

氏名又は名称 フリガナ 役職名 担当する業務 備　考

○○ ○○ ○○ ○○ コンプライアンス部 部長 法令遵守

×× ×× ×× ×× 運用部長 投資判断

△△ △△ △△ △△ 取締役運用本部長
助言統括
投資判断

◎◎ ◎◎ ◎◎ ◎◎ 資産開発部長
助言統括
投資判断

□□ □□（◇◇ ◇◇） □□ □□（◇◇ ◇◇） 執行役員兼運用戦略部長 投資判断 旧姓（◇◇）を使用

（記載要領等）

１．上記の記載例を参考に作成し、赤字部分を消去して提出してください。

２．すべての重要な使用人を記載してください。

４．氏名の変更があった方は、旧姓を「氏名又は名称」欄及び「フリガナ」欄に（　）書きで併せて記載し、
　　業務上、旧姓を使用する場合には備考欄にその旨を記載してください。

３．「担当する業務」には、「法令遵守・助言統括・投資判断」のうち、該当する項目を記載してください。
　　また、同一人が複数の業務を担当している場合は、該当する項目を全て記載してください。



別紙様式第５号

申請日  年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

会 員 届

１．会員代表者

氏  名：

フリガナ：

役 職 名：

２．事務連絡者

氏  名：

  フリガナ：

  役 職 名：

  電話番号：

  勤務先メールアドレス：

３．本店所在地等

  名  称：

所 在 地：〒

電話番号：

４．投資運用業及び投資助言・代理業に関連する業務の状況

５．保有するウェブサイトのアドレス及び一般顧客等からの問合せ用電話番号

アドレス：

電話番号：



別紙様式第６号

申請日  年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

商 号 又 は 名 称 変 更 届

当社の商号又は名称を下記のとおり変更することといたしましたので、貴協会の定款

の施行に関する規則第９条第１項第１号の規定に基づきお届けいたします。

記

変更後 変更前

商号又は名称

フリガナ

英文名

変更年月日    年 月 日

※ 変更後の欄には、変更がない項目も全て記入してください。空欄の場合、システム上受

理できません。



別紙様式第７号

申請日  年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

正 会 員 代 表 者 変 更 届

貴協会における当社の代表者を下記のとおり変更いたしましたので、貴協会の定款の

施行に関する規則第９条第１項第２号の規定に基づきお届けいたします。

記

変更後 変更前

役職

氏名

フリガナ

（添付書類：履歴書）

変更年月日    年 月 日

１．変更後の欄には、変更がない項目も全て記入してください。空欄の場合、システム上

受理できません。

２．定款の施行に関する規則第６条第１項第２号及び第３号に当てはまる者を代表者とす

る際は委任状を添付して提出してください。



別紙様式第８号

申請日  年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

代 理 者 変 更 届

貴協会における当社の代理者を下記のとおり変更いたしましたので、貴協会の定款の

施行に関する規則第９条第１項第３号の規定に基づきお届けいたします。

記

（変更前）

役 職 名 氏 名
氏 名

（フリガナ）
※（会社名） ※（住所）

（変更後）

役 職 名 氏 名
氏 名

（フリガナ）
※（会社名） ※（住所）

変更年月日    年 月 日

※ 会社名及び住所について、正会員代表者と同一法人内の者は記載不要。



別紙様式第９号

申請日  年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

事 務 連 絡 者 変 更 届

当社の事務連絡者に係る下記事項について変更がありましたので、貴協会の定款の施行に関

する規則第９条第１項第４号の規定に基づきお届けいたします。

記

変更後 変更前

氏名

フリガナ

所属・役職

電話番号

メールアドレス

（勤務先）

（連絡先主要営業所の住所）

変更年月日   年  月  日

※ 変更がない項目も全て記入してください。空欄の場合、システム上受理できません。

※ 勤務先及び連絡先主要営業所の住所については非居住者のみ記載し、該当がない場合には

「該当なし」と記載してください。

※ 協会からの連絡・情報等は、上記でご登録されるアドレスに送信することとなります。また、

管理上の都合により各社 1 アドレスのみの登録となっております。不達・開封漏れを防ぐため

に、可能であればグループアドレスでご登録いただけますよう、お願い申し上げます。



別紙様式第 10 号

申請日     年  月  日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

業の種別の（登録・廃止）届出書

当社は、下記のとおり業の種別の（登録・廃止）をしましたので、定款の施行に関する規

則第９条第１項第５号の規定に基づき、報告いたします。

記

業の種別 登録年月日 開始年月日 廃止年月日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

（添付書類：登録・変更登録書 (写) ）

※ 届出に応じて登録・廃止の別を選択して提出してください。

※ 廃止の届出の場合は、開始年月日の記載は不要です。



別紙様式第 11 号

申請日 年  月  日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

届 出 書

当社は、下記のとおり、投資運用業に必要な業務について（許認可を受けました・

承認を受けました・届出を行いました・廃止しました）ので、定款の施行に関する規

則第９条第１項第６号の規定に基づき、報告いたします。

記

投資運用業に必要な業務 許認可年月日 承認年月日 届出年月日 廃止年月日

年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

（添付書類：届出書 (写 ) ）

※ 届出に応じて許認可等の別を選択して提出してください。



別紙様式第 12 号

申請日 年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

金融商品取引業の（休止・再開）にかかる報告書

当社は、金融商品取引業を下記のとおり（休止・再開)いたしますので、貴協会の定款の

施行に関する規則第９条第１項第７号の規定に基づきお届けいたします。

（休止の場合）

１．休止理由

２．休止予定期間

（ 年 月 日 ～ 年 月 日）

（再開の場合）

１． 再 開 日      年 月 日

２． 休止届の提出日    年 月 日

※ 届出は様式の休止・再開を選択の上で、不要な部分を消去して提出してください。



別紙様式第 13 号

申請日 年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

定 款 の 変 更 届 出 書

年 月 日付にて下記のとおり定款を変更いたしましたので、貴協会の定款の施行に関

する規則第９条第１項第８号の規定に基づきお届けいたします。

記

（変更内容）

（添付書類：変更後の定款の写し）

※ 変更内容を届出書本紙に記載しない場合には、（変更内容）部分を「別紙のとおり」とし、

変更後の定款の写しとともに添付する。



別紙様式第 14 号

申請日 年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

(商号又は名称)

業務の内容及び方法の変更届出書

年 月 日付で、当社の業務方法書の変更を行いましたので、定款の施行に関する規則

第９条第１項第９号の規定に基づき、別紙のとおり報告いたします。

(添付書類：変更の内容及び変更後の業務方法書)



別紙様式第 15 号

申請日  年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

資本金の額変更届

当社は、下記のとおり資本金を変更いたしますので、貴協会の定款の施行に関する規

則第９条第１項第 10 号の規定に基づきお届けいたします。

記

変更後 変更前

資本金

変更年月日    年 月 日

変更事由



別紙様式第 16 号

申請日  年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

主要な株主の変更届出書

当社の主要な株主が変更となりましたので、定款の施行に関する規則第９条第１項第 11 号の

規定に基づき、別添のとおり報告いたします。

（添付書類：主要な株主の変更及び一覧）



主要な株主の変更及び一覧

商号又は名称

（変更後） （変更前）

氏名、商号又は名称 保有する 議決権の数 割合 （％） 備考 氏名、商号又は名称 保有する 議決権の数 割合 （％）

○○ ○○ 700 70% ○○ ○○ 600 60%

株式会社◇◇◇◇◇ 300 30% ◆◆◇◆◆◆から社名変更 △△ △△ 300 30%

株式会社◆◆◇◆◆◆ 100 10%

（記載要領等） （変更年月日） 2025年12月31日

１．上記の記載例を参考に作成し、赤字部分を消去して提出してください。

２．変更箇所は赤字で記載してください。



別紙様式第 17 号

申請日     年  月  日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

本 店 の 変 更 届

当社は、下記のとおり本店の名称等を変更することといたしましたので、貴協会の定款の施

行に関する規則第９条第１項第 12 号の規定に基づき、報告いたします。

記

変更後 変更前

名称

郵便番号

住所

電話番号

変更年月日    年 月 日

※ 変更後の欄には、変更がない項目も全て記入してください。空欄の場合、システム上受理で

きません。



別紙様式第 18 号

申請日  年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

支 店 等 の 変 更 届

当社の支店等を変更（名称・移転・設置・廃止等）することといたしましたので、貴協会の

定款の施行に関する規則第９条第１項第 13号の規定に基づき、別添のとおり報告いたします。

（添付書類：支店等の一覧）



支店等の変更内容

（提出年月日） ○年○月〇日

（商号又は名称） ○○株式会社

１．変更

（変更後）

支店等の名称 郵便番号 住所 電話番号 項番

○×支店 ▲▲▲-▼▼▼▼ ××県○×市○○-１○×センタービル３F ◇◇◇-◇◇◇-◇◇◇◇ 1

2

3

（変更前）

支店等の名称 郵便番号 住所 電話番号 項番

○×支店 ▲▲▲-▼▼▼▼ ××県○×市○×-３ ◇◇◇-◇◇◇-◇◇◇◇ 1

2

3

（変更年月日） ○年○月○日

２．設置

支店等の名称 郵便番号 住所 電話番号

（設置年月日） ○年○月○日

設置の理由：○○のため



３．廃止

支店等の名称 郵便番号 住所 電話番号

（廃止年月日） ○年○月○日

廃止の理由：○○のため

（記載要領等）

２．支店等とは、投資運用業又は投資助言・代理業等を行っている支店又は営業所をさします。
（非居住者にあっては、連絡先及び主要営業所）

３．別シートにある支店等の一覧表も更新してください。

１．上記の記載例を参考に作成し、赤字部分を消去して提出してください。



変更後の支店等一覧

（商号又は名称） ○○○株式会社

（○年○月○日現在）

支店等の名称 郵便番号 住所 電話番号

○×支店 ▲▲▲-▼▼▼▼ ××県○×市○○-１○×センタービル３F ◇◇◇-◇◇◇-◇◇◇◇

△◇営業所 ○○△-○△△○ ×○県△◇市△◇-１ ○△○-○◇△-◇○○△

（記載要領等）

３．届出をしている全ての支店等を記載してください。

１．上記の記載例を参考に作成し、赤字部分を消去して提出してください。

２．支店等とは、投資運用業又は投資助言・代理業等を行っている支店又は営業所をさします。
（非居住者にあっては、連絡先及び主要営業所）



別紙様式第 19 号

申請日 年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

役員（役職等）変更届出書

年 月 日付で当社役員（役職等）の変更を行いましたので、貴協会の定款の施行に関

する規則第９条第１項第 14 号の規定に基づき、別添のとおり報告いたします。

（添付書類：役員の一覧）

※ 新たに就任する者に係る届出については、履歴書を添付して提出してください。



役員の変更内容

○年○月〇日

（商号又は名称） ○○○○株式会社

１．新任

氏名 フリガナ 役職名 代表権の有無 常勤・非常勤 就任年月日

○○ ○○ ○○ ○○ 代表取締役 有 常勤 ○年○月○日

□□ □□ □□ □□ 監査役 無 常勤 ○年○月○日

２．退任

氏名 フリガナ 役職名 代表権の有無 常勤・非常勤 退任年月日

×× ×× ×× ×× 代表取締役 有 常勤 ○年○月○日

３．役職等の変更

氏名 フリガナ （新）役職名 （旧）役職名 代表権の有無 常勤・非常勤 変更年月日 備考

△△ △△ △△ △△ 専務取締役 取締役 無 常勤 ○年○月○日

◎◎ ◎◎（◇◇ ◇◇） ◎◎ ◎◎（◇◇ ◇◇） 取締役 取締役 無 常勤 ○年○月○日
氏名変更のみ

旧姓（◇◇）を使用

（記載要領等）

２．新たに就任する者に係る届出については、履歴書を添付して提出してください。

３．氏名の変更があった方は、旧姓を「氏名」欄及び「フリガナ」欄に（　）書きで併せて記載し、
　　業務上、旧姓を使用する場合には備考欄にその旨を記載してください。

４．別シートにある役員の一覧表も更新してください。

備　考

１．上記の記載例を参考に作成し、赤字部分を消去して提出してください。

備　考



変更後の役員一覧

（商号又は名称） ○○○○株式会社

（○年○月○日現在）

氏名又は名称 フリガナ 役職名 備考

○○ ○○ ○○ ○○ 代表取締役社長

△△ △△ △△ △△ 取締役

×× ×× ×× ×× 取締役

□□ □□（◇◇ ◇◇） □□ □□（◇◇ ◇◇） 監査役 旧姓（◇◇）を使用

（記載要領等）

１．上記の記載例を参考に作成し、赤字部分を消去して提出してください。

２．役員は、取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれに準ずる者を記載することとし、登記上の役員全員を記載してください。

３．氏名の変更があった方は、旧姓を「氏名又は名称」欄及び「フリガナ」欄に（　）書きで併せて記載し、
　　業務上、旧姓を使用する場合には備考欄にその旨を記載してください。



別紙様式第 20 号

申請日  年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

重要な使用人変更届出書

年 月 日付で当社の重要な使用人の変更を行いましたので、貴協会の定款の施行に

関する規則第９条第１項第 15 号の規定に基づき、別添のとおり報告いたします。

（添付書類：重要な使用人の一覧）

※ １．役職の変更のみの場合にも、重要な使用人変更届出書を提出してください。

２．新たに就任する者に係る届出については、履歴書を添付して提出してください。



重要な使用人の変更

○年○月○日

（商号又は名称） 　○○○○株式会社

１．新任

氏名 フリガナ 役職名 担当する業務 就任年月日 備考

○○ ○○ ○○ ○○ コンプライアンス部 部長 法令遵守 ○年○月○日

□□ □□ □□ □□ 業務部 部長
助言又は運用統括

投資判断
運用委託統括

○年○月○日

２．退任

氏名 フリガナ 役職名 担当する業務 退任年月日 備考

×× ×× ×× ×× コンプライアンス部 部長 法令遵守 ○年○月○日

３．役職等の変更

氏名 フリガナ （新）役職名 （旧）役職名 担当する業務 変更年月日 備考

△△ △△ △△ △△ 業務部長 業務部 主任調査役
助言又は運用統括

投資判断
運用委託統括

○年○月○日

◎◎ ◎◎（◇◇ ◇◇） ◎◎ ◎◎（◇◇ ◇◇） 執行役員兼運用戦略部長 運用戦略部長 投資判断 ○年○月○日
氏名変更のみ

旧姓（◇◇）を使用

（記載要領等）

４．氏名の変更があった方は、旧姓を「氏名」欄及び「フリガナ」欄に（　）書きで併せて記載し、業務上、旧姓を使用する場合には備考欄にその旨を記載してください。

５．別シートにある重要な使用人の一覧表も更新してください。

１．上記の記載例を参考に作成し、赤字部分を消去して提出してください。

２．新たに就任する者に係る届出については、履歴書を添付して提出してください。

３．「担当する業務」には、「法令遵守・助言又は運用統括・投資判断・運用委託統括」のうち、該当する項目を記載してください。
　　また、同一人が複数の業務を担当している場合は、該当する項目を全て記載してください。



重要な使用人の一覧

商号、名称又は氏名　○○○○株式会社

（○年○月○日現在）

氏名又は名称 フリガナ 役職名 担当する業務 備　考

○○ ○○ ○○ ○○ コンプライアンス部 部長 法令遵守

×× ×× ×× ×× 運用部長 投資判断

△△ △△ △△ △△ 取締役運用本部長
助言又は運用統括

投資判断
運用委託統括

◎◎ ◎◎ ◎◎ ◎◎ 資産開発部長
助言又は運用統括

投資判断

□□ □□（◇◇ ◇◇） □□ □□（◇◇ ◇◇） 執行役員兼運用戦略部長 投資判断 旧姓（◇◇）を使用

（記載要領等）

１．上記の記載例を参考に作成し、赤字部分を消去して提出してください。

２．すべての重要な使用人を記載してください。

３．氏名の変更があった方は、旧姓を「氏名又は名称」欄及び「フリガナ」欄に（　）書きで併せて記載し、
　　業務上、旧姓を使用する場合には備考欄にその旨を記載してください。



別紙様式第 21 号

                        申請日   年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

事業報告書の提出について

当社は、下記のとおり事業報告書を作成いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する

規則第９条第１項第 16 号の規定に基づきお届けいたします。

記

様式本紙 （ファイルを添付する）

添付書類 （ファイルを添付する）

※ 様式本紙と添付書類が一体となっている場合には、様式本紙の欄に添付してください。



別紙様式第 22 号

申請日  年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会長 殿

（商号又は名称）

正会員の財務状況等に関する届出書

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規

則第９条第１項第 17 号の規定に基づき、下記のとおり報告いたします。

１．委託会社等の概況

２．事業の内容及び営業の概況

３．委託会社等の経理状況

（１）貸借対照表

（２）損益計算書

（３）株主資本等変動計算書

公開日      年  月  日

作成基準日    年  月  日

担当部署名

電話番号

【記載上の注意事項】

１．協会報告書面を報告書代替書面として利用しない場合は、協会報告書面を自社の HP に掲載し

た日（掲載する予定日）を公開日として記載してください。ただし、協会報告書面を報告書代替

書面として利用する場合は、協会報告書面を用いて最初に EDINET に登録した日（登録する予定

日）を公開日として記載してください。

２．本様式の記載に当たっては特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号様式の該当箇

所に係る記載上の注意に準じること。



別紙様式第 23 号

申請日  年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会長 殿

（商号又は名称）

正会員の財務状況等に関する変更届出書

貴協会の定款の施行に関する規則第９条第１項第 17 号の規定に基づき、○年○月○日付で

提出した正会員の財務状況等に関する届出書について、○年○月○日付で当社が運用する投資

信託の純資産額の合計額に 30％以上の増減があったため、同規則第９条第１項第 18 号の規定

に基づき、下記のとおり報告いたします。

１．委託会社等の概況

２．事業の内容及び営業の概況

３．委託会社等の経理状況

（１）貸借対照表

（２）損益計算書

（３）株主資本等変動計算書

公開日      年  月  日

作成基準日    年  月  日

担当部署名

電話番号

【記載上の注意事項】

１．協会報告書面を報告書代替書面として利用しない場合は、協会報告書面を自社の HP に掲載し

た日（掲載する予定日）を公開日として記載してください。ただし、協会報告書面を報告書代替

書面として利用する場合は、協会報告書面を用いて最初に EDINET に登録した日（登録する予定

日）を公開日として記載してください。

２．本様式の記載に当たっては特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号様式の該当箇

所に係る記載上の注意に準じること。



別紙様式第 24 号

申請日  年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

合 併 届 出 書

当社は、下記のとおり合併いたしますので、貴協会の定款の施行に関する規則第９条第

１項第 19号の規定に基づきお届けいたします。

記

１.合 併 の 趣 旨

２.合 併 の 概 要

（ア） 合併の方式

（イ） 合 併 比 率

（ウ） 合 併 期 日

３.新会社の概要

（ア） 商号又は名称

（英文：                         ）

（イ） 本 店

① 住所（〒     ）

② 代表電話番号

（ウ） 資本金の額

（エ） 役員の役職・氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ）

（オ） 重要な使用人の役職・氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ）

（カ） 役 職 員 数       人（内、役員   人、職員   人）

４.会社代表者の役職氏名
フリガナ



５.主要株主、その持株数及び持株比率

６.添付書類

・合併に関するプレスリリース又は詳細が記載されている書面

（注）

存続会社で、新たに役員又は重要な使用人となった者若しくは役員又は重要な使用人について役

職変更等がある者については、役員又は重要な使用人の変更届を併せて提出してください。

（届出は様式の赤字を消去し提出願います。）



別紙様式第25号

申請日  年  月  日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

事業の譲渡・譲受に関する届出書

当社は、下記のとおり事業の譲渡・譲受を行いましたので、貴協会の定款の施行に関する規則第９条第

１項第 20号の規定に基づき、報告いたします。

記

１．譲渡・譲受の事業の内容

２．事業の譲渡・譲受の相手方

３．事業の譲渡・譲受の年月日

４．事業の譲渡・譲受の方法

５．事業の譲渡・譲受の理由

（届出は様式の赤字を夫々訂正の上で、赤字を消去し提出願います。）



別紙様式第 26 号

申請日 年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会 長 殿

（商号又は名称）

破産手続開始の申立て等に関する届出書

（当社/当社の設定した投資信託財産の受託銀行である○○信託銀行）に対して、下記のと

おり破産手続開始の申立て等がなされましたので、貴協会の定款の施行に関する規則第９条第

１項第 21 号の規定に基づき、報告いたします。

１．当該破産手続開始の申立て等が行われた年月日

２．当該破産手続開始の申立て等を行った者の名称、住所、代表者の氏名(個人の場合には、その

氏名及び住所とし、当該破産手続開始の申立て等を行ったものが正会員である場合を除く。)

３．当該破産手続開始の申立て等を受けた者の名称、住所

４．当該破産手続開始の申立て等の種類

５．当該破産手続開始の申立て等に至った経緯

６．当該破産手続開始の申立て等の内容

７．当該破産手続開始の申立て等により影響を受ける公募のファンド等の名称

公開日        年  月  日

作成基準日      年  月  日

本店所在地

問い合わせ先

【記載上の注意事項】

１．自社が設定・運用している公募ファンドで破産手続開始の申立て等により影響を受けるもの

の名称を全て記載すること。



別紙様式第 27 号

申請日 年 月 日

一般社団法人 資産運用業協会

会長 殿

（商号又は名称）

検査の開始に係る報告書

金融商品取引法又は投資信託及び投資法人に関する法律の規定に基づく検査が開始されま

したので、定款の施行に関する規則第９条第１項第 22 号の規定に基づき報告いたします。

検査を行う行政庁：

検 査 基 準 日： 年 月 日

検 査 着 手 日： 年 月 日

（添付書類：検査開始に係る通知）
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